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＜附＞「仕事と生活調査」本人票（職歴・育児歴・介護歴 調査票抜粋）

本日お伺いする内容は大きく分けて仕事、育児、介護についてです。個々の質問を始める前にそれぞれの現
状を確認させていただきます。最初に仕事についてお聞きします。
【仕事】
予備質問１（問８・問15へ転記）現在、仕事をしていますか。内職、パート、アルバイト等も職業に

含めてお答えください。ただし、学生のアルバイトは職業に含め
ないでください。

1 有職→予備質問２へ 2 無職→予備質問３へ 3 学生→予備質問３へ

予備質問２（問15（１）へ転記）これまでに、現在の勤め先または事業、商売以外に仕事をしたこと
がありますか。（ある方に）あなたが経験した勤め先、またはやら
れた事業や商売はいくつですか。二つ以上の会社に同時に勤務した
経験がある場合、主な勤め先だけでなく、同時に勤めた会社もすべ
て数えてお答え下さい。ただし、同一企業内で事業所を移動した場
合、出向した場合、再雇用された場合、勤め先が合併や名称変更し
た場合は、同じ勤め先にいたとお考え下さい。

1 ある→勤め先または事業や商売の数（ ）※問16でそれぞれの勤務状況を回答
2 ない

（予備質問４へ）

1

未婚者

「本調査票」のみ
を完成させる

「本調査票」のみ
を完成させる

2

有配偶者

「本調査票」と「配偶者調査票」
の両方を完成させる

3

離・死別者

⑰

⑨～⑫
⑬⑭
⑮⑯

問２ あなたは、現在、結婚されていますか。…配偶者の方はご健在ですか。

おそれいりますが、配偶者の方にも、のちほどご説明します調査に
ご協力をいただきたく存じますので、よろしくお願いいたします。

2005年６月
社団法人新情報センター

問１ あなたのお生まれは何年何月ですか。西暦でお答え下さい。…何歳ですか。

（ ）年（ ）月 満（ ）歳
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予備質問３（問15（２）へ転記）これまでに、仕事をしたことがありますか。内職、パート、アルバイ
ト等も職業に含めてお答えください。ただし、学生時代のアルバイ
トは職業に含めないでください。（ある方に）あなたが経験した勤め
先、またはやられていた事業や商売はいくつですか。二つ以上の会
社に同時に勤務した経験がある場合、主な勤め先だけでなく、同時
に勤めた会社もすべて数えてお答え下さい。ただし、同一企業内で
事業所を移動した場合、出向した場合、再雇用された場合、勤め先
が合併や名称変更した場合は、同じ勤め先にいたとお考え下さい。

1 ある→勤め先または事業や商売の数（ ）※問16でそれぞれの勤務状況を回答
2 ない

【育児】
予備質問４（問20へ転記）次に育児についてお聞きします。お子さんは、いますか。亡くなったお子

さんも含めてお答えください。（いる方に）何人ですか。

1 いる（ ）人→問21で人数分の子育てと勤務の状況を回答
2 いない

【介護】
予備質問５（問26へ転記）介護についてお聞きします。高齢のご家族の介護をした経験はあります

か。老人ホームなどの施設に入居している方への介護は含めずにお答え
ください。

1 経験あり→問27で介護対象者ごとに介護状況と勤務の状況を回答
2 なし

（※注意）
調査内容は【仕事】（問８～問16）、【育児】（問20～問24）、【介護】（問26～問27）と【すべ
ての方が回答する】（問１～７、17～19、25、28～38）で構成されている。予備質問の回答を参考に
して、対象者に質問する箇所を間違わないようにする。

※ここでの介護とは、日常生活において部分的または全面的に助けを必要とする高齢者に対し
て、必要な介護を2週間以上にわたって行うことを言います。入浴、排泄等の身体介助と家事援助
が含まれますが、負傷や疾病による短期間の世話や手当ては含みません。また、老人ホームなど
の施設に入居しているご家族の介護は、介護経験に含めずにお答えください。

1 あ る 1 い る 1 あ り

→問 21 →問

2 ない 2 いない 2 なし

→問 →問 25 →問 28

問15（2） 問20 問26

転記確認
チェック □

転記確認
チェック □

転記確認
チェック □

回答確認
チェック □

回答確認
チェック □

回答確認
チェック □

【育児】 【介護】
予備質問 3 予備質問 予備質問 5

【仕事】
予備質問 1 予備質問 2

問15（1）

転記確認
チェック □

転記確認
チェック □

回答確認
チェック □

回答確認
チェック □

無職／3 学生 2 ない

→予備質問3へ →問 17

2

→予備質問2へ

1 有 職 1 あ る

→問 16

回 答 コ ー ド

回 答 コ ー ド

進 み 方

進 み 方

転 記 箇 所

確 認 欄

17

27

問 ・158

4

【予備質問確認欄】
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（1）〔カード４〕現在の、あなたの従業上
の地位は、どれにあたるものですか。

ＳＱ１（「課長以上の管理職」と答えた
人に）課長以上の役職についたの
は、何年何月でしたか。西暦でお
答えください。

1 経営者・役員・自営業主・
個人経営・自由業

2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート・アルバイト・臨時・ （ ）年（ ）月
契約社員

5 派遣社員
6 家族従業員 ＳＱ２（「一般の正規従業員」と答えた

人に）現在の勤め先で課長以上の
役職についていたことがありますか。

7 内職

（2）現在、あなたはどのような仕事をし
ていますか。仕事の内容をお答えください。 1 はい 2 いいえ →仕事内容(2)へ

（記入）

従
業
上
の
地
位

（9）

ＳＱ３（ＳＱ２で「はい」と答えた人に）
あなたは課長以上の管理職につい
ていたのは、何年何月から何年何月
まででしたか。西暦でお答えください。

（ ）年（ ）月
（2）-1〔カード５〕その仕事の内容は、
大きく分けるとどれにあたるものですか。

（ ）年（ ）月

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業・販売職

（29）（30）

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

（3）〔カード６〕現在の勤め先、またはあなたのやっておられる事業や商売の内容は、
大きく分けるとどれにあたるものですか。

1 農林漁業 11 不動産業
2 鉱業 12 宿泊業
3 建設業 13 医療業
4 製造業 14 教育
5 電気・ガス・熱供給・水道業 15 社会保険、社会福祉
6 運輸・通信業 16 その他の個人向けサービス業
7 卸売業 17 企業向けサービス業
8 小売業 18 公務
9 飲食店 19 その他（具体的に： ）
10 金融・保険業

（4）〔カード７〕そこで雇われている従業員は、会社全体で何人くらいですか。
家族従業者は除いてお答えください。

1 なし（家族従業員のみ） 6 100～299人
2 １～４人 7 300～999人
3 ５～９人 8 1000人以上
4 10～29人 9 官公庁
5 30～99人

企
業
規
模

事
業
内
容

仕
事
内
容

（7）（8）＝02

（17）～（20）
（21）（22）
（23）～（26）
（27）（28)

（10）～（13）
（14）（15）

（16）

（32）（33）

（31）

（34）

問９ 現在のお仕事についてうかがいます。
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（35）
（36）（37）

（38）

（39）

（40）

（41）

（42）～（44）
（45）（46）
（47）

（48）～（49）
（50）（51）

（52）

通
勤
時
間

実
労
働
時
間

勤
務
時
間
帯

勤
務
日

（5）あなたの自宅から職場までの通勤時間は、片道だいたいどれくらいですか。
（＊注意：自宅で働いている場合は０分とする）

（ ）時間（ ）分

（6）〔カード８〕あなたのお仕事は、午後６時以後10時までの間に勤務することが
ありますか。あてはまるものを１つお答えください。

1 よくある 2 たまにある 3 ない

（7）〔カード８〕あなたのお仕事は、午後10時から午前５時までの時間帯に勤務す
ることがありますか。あてはまるものを１つお答えください。

1 よくある 2 たまにある 3 ない

（8）〔カード８〕あなたのお仕事は、土曜日にも勤務することがありますか。
あてはまるものを１つお答えください。

1 よくある 2 たまにある 3 ない

（9）〔カード８〕あなたのお仕事は、日曜日や祝日に勤務することがありますか。
あてはまるものを１つお答えください。

1 よくある 2 たまにある 3 ない

（10）あなたは先週何時間働きましたか。そのうち残業時間は何時間でしたか。
また、週に何日働きましたか。

週（ ）時間
そのうち残業は（ ）時間
週労働日数は（ ）日

（勤めている方は問10から問13にお答えください。その他の方は問14にお進み下さい。）
（確認 問９（1）で「２ 課長以上の管理職」「３ 一般の正規従業員」「４ パート・アルバイ
ト・臨時・契約社員」「５ 派遣社員」と答えた人が対象）

問10 昨年度（2004年４月～2005年３月）のあなたの年次有給休暇は何日でしたか。また、何日取得
しましたか。

（ ）日のうち（ ）日取得

問11 〔カード９〕あなたの始業・終業時刻は、どのように決められていますか。あてはまる
ものを１つお答えください。

1 勤務先で決められており、変えることはできない
2 一定の範囲において変えることができる
3 自分自身で始業・終業時刻を決めることができる
4 わからない
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入
職
時
期

入
職
経
路

（53）

（74）～（77）
（78）（79）

（83）～（86）
（87）（88）

（54）
（80）（81）

（89）（90）
（55）

（92）
（56）（57）

（82）

（91）

（93）

（95）（94）

1 有職

問17へ

1
ある

2
ない

2 無職 3 学生

（問8で「1有職」に該当する方は全員お答え下さい。）
問14 あなたが現在のお勤め先に入られた、または事業や商売を始めたときのことをおうかがいします。

（1）あなたが、現在の勤め先に入
られた、または事業や商売を
始めたのは何年何月でしたか。
西暦でお答えください。

（ ）年（ ）月

（ ）年（ ）月

（記入）

（2）〔カード 19〕あなたは、どの
ようにして現在のお仕事につ
きましたか。あてはまるもの
を1つお答えください。

1 学校の就職指導・紹介で
2 公共職業紹介所の紹介で
3 民間職業紹介所の紹介で
4 人材派遣企業に登録して
5 広告･求人情報誌等を利用して
6 会社に直接応募して
（従業先の勧誘を含む）

1 経営者・役員･自営業主・個人経営・
自由業

2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員

5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

17 家族・親戚の紹介で
18 仕事上の知人の紹介で
19 仕事以外の知人の紹介で
10 自分で企業・創業して
11 家業を継いで
12 転籍で
13 その他（具体的に ）

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

1 あった
2 なかった
3 わからない
4 勤め以外の仕事だった

16 サービス職
17 保安的職業
18 運輸的職業
19 通信的職業
10 技能工・労務職

最
初
の
従
業
上
の
地
位

（3）〔カード 20〕現在の勤務先に
入ったとき、または事業を始
めたとき、あなたの従業上の
地位はどれにあたるものでし
たか。

（3）－ 1 その従業上の地位にあっ
たのは、何年何月まででした
か。西暦でお答えください。

最
初
の
仕
事
内
容

育
児
休
業

制
度

（4）現在の勤め先に入ったとき、
または事業を始めたとき、あ
なたは最初にどのようなお仕
事をしましたか。仕事の内容
をお答えください。（ただし、
新人研修は除きます。）

（4）－ 1〔カード 21〕そのお仕事
の内容は、大きく分けると、
どれにあたるものでしたか。

（5）〔カード 22〕現在の勤め先に
入った当時、勤め先に育児休
業制度はありましたか。

あなたが初めてついた仕事から、現在までの職歴についてうかがいます。
問16 あなたがこれまでに勤務した勤め先、またはやっておられた事業や商売について、最初か

ら順番にすべてお答えください。二つ以上の会社に同時に勤務していた場合は、それぞ
れの勤め先についてお答えください。内職、パート、アルバイト等も職業に含めてくだ
さい。ただし、学生時代のアルバイトは職業に含めないでください。（従事期間から育児
休業制度まで、順次該当の質問文を読み上げる）
（注意 現在の勤め先については、「○番目の勤め先」の「現在の勤め先」に○を付け、質問はしない。
例：2回転職してる場合は、「3番目についておうかがいします。」の回等欄の1番上の現在の勤め先に○をする。）

（全員にうかがいます。）
問15 （確認）予備質問1から1と2、3に区分する

（1）（確認）予備質問2から転職経験「ある」
「ない」に区分する。

問17へ

1
ある

2
ない

（2）（確認）予備質問3から仕事の経験「あ
る」「ない」に区分する。
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問16（a） これまでに従事された職業（1～5番目）

（1） そこで勤務をしていた、または
事業や商売をしていたのは、何年
何月から何年何月までですか。西
暦でお答えください。

（2） 〔カード23〕あなたの従業上の
地位はどれにあたるものでしたか。
（複数ある場合には主なものをお
答えください。）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 あった
2 なかった

3 わからない
4 勤め以外の仕事だった

1 なし
（家族従業員のみ）

2 1～ 4人
3 5～ 9人
4 10～ 29人

5 30～ 99人
6 100～ 299人
7 300～ 999人
8 1000人以上
9 官公庁

1 農林漁業
2 鉱業
3 建設業
4 製造業
5 電気・ガス・熱
供給・水道業

6 運輸・通信業
7 卸売業
8 小売業
9 飲食店
10 金融・保険業

11 不動産業
12 宿泊業
13 医療業
14 教育
15 社会保険、社会福祉
16 その他の個人向け

サービス業
17 企業向けサービス業
18 公務
19 その他
（具体的に： ）

1 学校の就職指導・紹介で
2 公共職業紹介所の紹介で
3 民間職業紹介所の紹介で
4 人材派遣企業に登録して
5 広告･求人情報誌等を利用して
6 会社に直接応募して（従業先の勧誘を含む）
7 家族・親戚の紹介で
8 仕事上の知人の紹介で
9 仕事以外の知人の紹介で
10 自分で起業・創業して
11 家業を継いで
12 転籍で
13 その他（具体的に： ）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

（ ）年 （ ）月

（3） そこで、あなたはどのような仕
事をしていましたか。仕事の内容
をお答えください。（複数ある場
合には主な仕事についてお答えく
ださい。）

（4） 〔カード25〕そこで行われてい
た事業は大きく分けると、どれに
あたるものでしたか。

（5） 〔カード26〕そこで雇われてい
た従業員は、会社全体で何人くら
いでしたか。家族従業員を除いて
お答えください。

（6） 〔カード27〕あなたは、どのよ
うにしてその仕事につきましたか。
あてはまるものを１つお答えくだ
さい。

（7） 〔カード28〕その勤め先に入っ
たとき、または事業を始めたとき、
あなたの従業上の地位はどれにあ
たるものでしたか。

（3）－ 1〔カード24〕あなたがしてい
たお仕事の内容は、大きく分ける
と、どれにあたるものでしょうか。
（複数ある場合には主な仕事につ
いてお答えください。）

（7）－ 1 その従業上の地位にあった
のは、何年何月まででしたか。

（9） 〔カード30〕その勤め先に育児
休業制度はありましたか。

（8） その勤め先に入ったとき、また
は事業を始めたとき、あなたは最
初にどのようなお仕事をしました
か。（ただし、新人研修は除きます。）

⑦⑧＝6

（8）－1 〔カード29〕その仕事の内容
は、大きく分けると、どれにあた
りますか。

1番目の勤め先についておうかがいします。 2番目についておうかがいします。
…現在の勤め先（質問しない）

（ ）年 （ ）月から
（ ）年 （ ）月まで

（記入）

（記入）

従
事
期
間

従
業
上
の
地
位

仕
事
内
容

事
業
内
容

企
業
規
模

入
職
経
路

最
初
の
従
業
上
の
地
位

最
初
の
仕
事
内
容

育
児

休
業

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 あった
2 なかった

3 わからない
4 勤め以外の仕事だった

1 なし
（家族従業員のみ）

2 1～ 4人
3 5～ 9人
4 10～ 29人

5 30～ 99人
6 100～ 299人
7 300～ 999人
8 1000人以上
9 官公庁

1 農林漁業
2 鉱業
3 建設業
4 製造業
5 電気・ガス・熱
供給・水道業

6 運輸・通信業
7 卸売業
8 小売業
9 飲食店
10 金融・保険業

11 不動産業
12 宿泊業
13 医療業
14 教育
15 社会保険、社会福祉
16 その他の個人向け

サービス業
17 企業向けサービス業
18 公務
19 その他
（具体的に： ）

1 学校の就職指導・紹介で
2 公共職業紹介所の紹介で
3 民間職業紹介所の紹介で
4 人材派遣企業に登録して
5 広告･求人情報誌等を利用して
6 会社に直接応募して（従業先の勧誘を含む）
7 家族・親戚の紹介で
8 仕事上の知人の紹介で
9 仕事以外の知人の紹介で
10 自分で起業・創業して
11 家業を継いで
12 転籍で
13 その他（具体的に： ）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

（ ）年 （ ）月

（ ）年 （ ）月から
（ ）年 （ ）月まで

（記入）

（記入）

⑨⑩＝01 ⑪～４２ ⑨⑩＝02 ⑪～４２
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＜附＞「仕事と生活調査」本人票（職歴・育児歴・介護歴 調査票抜粋）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 あった
2 なかった

3 わからない
4 勤め以外の仕事だった

1 なし
（家族従業員のみ）

2 1～ 4人
3 5～ 9人
4 10～ 29人

5 30～ 99人
6 100～ 299人
7 300～ 999人
8 1000人以上
9 官公庁

1 農林漁業
2 鉱業
3 建設業
4 製造業
5 電気・ガス・熱
供給・水道業

6 運輸・通信業
7 卸売業
8 小売業
9 飲食店
10 金融・保険業

11 不動産業
12 宿泊業
13 医療業
14 教育
15 社会保険、社会福祉
16 その他の個人向け

サービス業
17 企業向けサービス業
18 公務
19 その他
（具体的に： ）

1 学校の就職指導・紹介で
2 公共職業紹介所の紹介で
3 民間職業紹介所の紹介で
4 人材派遣企業に登録して
5 広告･求人情報誌等を利用して
6 会社に直接応募して（従業先の勧誘を含む）
7 家族・親戚の紹介で
8 仕事上の知人の紹介で
9 仕事以外の知人の紹介で
10 自分で起業・創業して
11 家業を継いで
12 転籍で
13 その他（具体的に： ）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

（ ）年 （ ）月

4番目についておうかがいします。
…現在の勤め先（質問しない）

（ ）年 （ ）月から
（ ）年 （ ）月まで

（記入）

（記入）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 あった
2 なかった

3 わからない
4 勤め以外の仕事だった

1 なし
（家族従業員のみ）

2 1～ 4人
3 5～ 9人
4 10～ 29人

5 30～ 99人
6 100～ 299人
7 300～ 999人
8 1000人以上
9 官公庁

1 農林漁業
2 鉱業
3 建設業
4 製造業
5 電気・ガス・熱
供給・水道業

6 運輸・通信業
7 卸売業
8 小売業
9 飲食店
10 金融・保険業

11 不動産業
12 宿泊業
13 医療業
14 教育
15 社会保険、社会福祉
16 その他の個人向け

サービス業
17 企業向けサービス業
18 公務
19 その他
（具体的に： ）

1 学校の就職指導・紹介で
2 公共職業紹介所の紹介で
3 民間職業紹介所の紹介で
4 人材派遣企業に登録して
5 広告･求人情報誌等を利用して
6 会社に直接応募して（従業先の勧誘を含む）
7 家族・親戚の紹介で
8 仕事上の知人の紹介で
9 仕事以外の知人の紹介で
10 自分で起業・創業して
11 家業を継いで
12 転籍で
13 その他（具体的に： ）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

（ ）年 （ ）月

3番目についておうかがいします。
…現在の勤め先（質問しない）

（ ）年 （ ）月から
（ ）年 （ ）月まで

（記入）

（記入）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 あった
2 なかった

3 わからない
4 勤め以外の仕事だった

1 なし
（家族従業員のみ）

2 1～ 4人
3 5～ 9人
4 10～ 29人

5 30～ 99人
6 100～ 299人
7 300～ 999人
8 1000人以上
9 官公庁

1 農林漁業
2 鉱業
3 建設業
4 製造業
5 電気・ガス・熱
供給・水道業

6 運輸・通信業
7 卸売業
8 小売業
9 飲食店
10 金融・保険業

11 不動産業
12 宿泊業
13 医療業
14 教育
15 社会保険、社会福祉
16 その他の個人向け

サービス業
17 企業向けサービス業
18 公務
19 その他
（具体的に： ）

1 学校の就職指導・紹介で
2 公共職業紹介所の紹介で
3 民間職業紹介所の紹介で
4 人材派遣企業に登録して
5 広告･求人情報誌等を利用して
6 会社に直接応募して（従業先の勧誘を含む）
7 家族・親戚の紹介で
8 仕事上の知人の紹介で
9 仕事以外の知人の紹介で
10 自分で起業・創業して
11 家業を継いで
12 転籍で
13 その他（具体的に： ）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

（ ）年 （ ）月

5番目についておうかがいします。
…現在の勤め先（質問しない）

（ ）年 （ ）月から
（ ）年 （ ）月まで

（記入）

（記入）

⑨⑩＝04 ⑪～４２⑨⑩＝03 ⑪～４２ ⑨⑩＝05 ⑪～４２
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問16（b） これまでに従事された職業（6～10番目）

（1） そこで勤務をしていた、または
事業や商売をしていたのは、何年
何月から何年何月までですか。西
暦でお答えください。

（2） 〔カード23〕あなたの従業上の
地位はどれにあたるものでしたか。
（複数ある場合には主なものをお
答えください。）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 あった
2 なかった

3 わからない
4 勤め以外の仕事だった

1 なし
（家族従業員のみ）

2 1～ 4人
3 5～ 9人
4 10～ 29人

5 30～ 99人
6 100～ 299人
7 300～ 999人
8 1000人以上
9 官公庁

1 農林漁業
2 鉱業
3 建設業
4 製造業
5 電気・ガス・熱
供給・水道業

6 運輸・通信業
7 卸売業
8 小売業
9 飲食店
10 金融・保険業

11 不動産業
12 宿泊業
13 医療業
14 教育
15 社会保険、社会福祉
16 その他の個人向け

サービス業
17 企業向けサービス業
18 公務
19 その他
（具体的に： ）

1 学校の就職指導・紹介で
2 公共職業紹介所の紹介で
3 民間職業紹介所の紹介で
4 人材派遣企業に登録して
5 広告･求人情報誌等を利用して
6 会社に直接応募して（従業先の勧誘を含む）
7 家族・親戚の紹介で
8 仕事上の知人の紹介で
9 仕事以外の知人の紹介で
10 自分で起業・創業して
11 家業を継いで
12 転籍で
13 その他（具体的に： ）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

（ ）年 （ ）月

（3） そこで、あなたはどのような仕
事をしていましたか。仕事の内容
をお答えください。（複数ある場
合には主な仕事についてお答えく
ださい。）

（4） 〔カード25〕そこで行われてい
た事業は大きく分けると、どれに
あたるものでしたか。

（5） 〔カード26〕そこで雇われてい
た従業員は、会社全体で何人くら
いでしたか。家族従業員を除いて
お答えください。

（6） 〔カード27〕あなたは、どのよ
うにしてその仕事につきましたか。
あてはまるものを１つお答えくだ
さい。

（7） 〔カード28〕その勤め先に入っ
たとき、または事業を始めたとき、
あなたの従業上の地位はどれにあ
たるものでしたか。

（3）－ 1〔カード24〕あなたがしてい
たお仕事の内容は、大きく分ける
と、どれにあたるものでしょうか。
（複数ある場合には主な仕事につ
いてお答えください。）

（7）－ 1 その従業上の地位にあった
のは、何年何月まででしたか。

（9） 〔カード30〕その勤め先に育児
休業制度はありましたか。

（8） その勤め先に入ったとき、また
は事業を始めたとき、あなたは最
初にどのようなお仕事をしました
か。（ただし、新人研修は除きます。）

（8）－1 〔カード29〕その仕事の内容
は、大きく分けると、どれにあた
りますか。

7番目についておうかがいします。
…現在の勤め先（質問しない）

6番目についておうかがいします。
…現在の勤め先（質問しない）

（ ）年 （ ）月から
（ ）年 （ ）月まで

（記入）

（記入）

従
事
期
間

従
業
上
の
地
位

仕
事
内
容

事
業
内
容

企
業
規
模

入
職
経
路

最
初
の
従
業
上
の
地
位

最
初
の
仕
事
内
容

育
児

休
業

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 あった
2 なかった

3 わからない
4 勤め以外の仕事だった

1 なし
（家族従業員のみ）

2 1～ 4人
3 5～ 9人
4 10～ 29人

5 30～ 99人
6 100～ 299人
7 300～ 999人
8 1000人以上
9 官公庁

1 農林漁業
2 鉱業
3 建設業
4 製造業
5 電気・ガス・熱
供給・水道業

6 運輸・通信業
7 卸売業
8 小売業
9 飲食店
10 金融・保険業

11 不動産業
12 宿泊業
13 医療業
14 教育
15 社会保険、社会福祉
16 その他の個人向け

サービス業
17 企業向けサービス業
18 公務
19 その他
（具体的に： ）

1 学校の就職指導・紹介で
2 公共職業紹介所の紹介で
3 民間職業紹介所の紹介で
4 人材派遣企業に登録して
5 広告･求人情報誌等を利用して
6 会社に直接応募して（従業先の勧誘を含む）
7 家族・親戚の紹介で
8 仕事上の知人の紹介で
9 仕事以外の知人の紹介で
10 自分で起業・創業して
11 家業を継いで
12 転籍で
13 その他（具体的に： ）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

（ ）年 （ ）月

（ ）年 （ ）月から
（ ）年 （ ）月まで

（記入）

（記入）

⑨⑩＝06 ⑪～４２ ⑨⑩＝07 ⑪～４２
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＜附＞「仕事と生活調査」本人票（職歴・育児歴・介護歴 調査票抜粋）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 あった
2 なかった

3 わからない
4 勤め以外の仕事だった

1 なし
（家族従業員のみ）

2 1～ 4人
3 5～ 9人
4 10～ 29人

5 30～ 99人
6 100～ 299人
7 300～ 999人
8 1000人以上
9 官公庁

1 農林漁業
2 鉱業
3 建設業
4 製造業
5 電気・ガス・熱
供給・水道業

6 運輸・通信業
7 卸売業
8 小売業
9 飲食店
10 金融・保険業

11 不動産業
12 宿泊業
13 医療業
14 教育
15 社会保険、社会福祉
16 その他の個人向け

サービス業
17 企業向けサービス業
18 公務
19 その他
（具体的に： ）

1 学校の就職指導・紹介で
2 公共職業紹介所の紹介で
3 民間職業紹介所の紹介で
4 人材派遣企業に登録して
5 広告･求人情報誌等を利用して
6 会社に直接応募して（従業先の勧誘を含む）
7 家族・親戚の紹介で
8 仕事上の知人の紹介で
9 仕事以外の知人の紹介で
10 自分で起業・創業して
11 家業を継いで
12 転籍で
13 その他（具体的に： ）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

（ ）年 （ ）月

9番目についておうかがいします。
…現在の勤め先（質問しない）

（ ）年 （ ）月から
（ ）年 （ ）月まで

（記入）

（記入）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 あった
2 なかった

3 わからない
4 勤め以外の仕事だった

1 なし
（家族従業員のみ）

2 1～ 4人
3 5～ 9人
4 10～ 29人

5 30～ 99人
6 100～ 299人
7 300～ 999人
8 1000人以上
9 官公庁

1 農林漁業
2 鉱業
3 建設業
4 製造業
5 電気・ガス・熱
供給・水道業

6 運輸・通信業
7 卸売業
8 小売業
9 飲食店
10 金融・保険業

11 不動産業
12 宿泊業
13 医療業
14 教育
15 社会保険、社会福祉
16 その他の個人向け

サービス業
17 企業向けサービス業
18 公務
19 その他
（具体的に： ）

1 学校の就職指導・紹介で
2 公共職業紹介所の紹介で
3 民間職業紹介所の紹介で
4 人材派遣企業に登録して
5 広告･求人情報誌等を利用して
6 会社に直接応募して（従業先の勧誘を含む）
7 家族・親戚の紹介で
8 仕事上の知人の紹介で
9 仕事以外の知人の紹介で
10 自分で起業・創業して
11 家業を継いで
12 転籍で
13 その他（具体的に： ）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

（ ）年 （ ）月

8番目についておうかがいします。
…現在の勤め先（質問しない）

（ ）年 （ ）月から
（ ）年 （ ）月まで

（記入）

（記入）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 農林漁業作業者
2 専門・技術的職業
3 管理的職業
4 事務職
5 営業･販売職

6 サービス職
7 保安的職業
8 運輸的職業
9 通信的職業
10 技能工・労務職

1 あった
2 なかった

3 わからない
4 勤め以外の仕事だった

1 なし
（家族従業員のみ）

2 1～ 4人
3 5～ 9人
4 10～ 29人

5 30～ 99人
6 100～ 299人
7 300～ 999人
8 1000人以上
9 官公庁

1 農林漁業
2 鉱業
3 建設業
4 製造業
5 電気・ガス・熱
供給・水道業

6 運輸・通信業
7 卸売業
8 小売業
9 飲食店
10 金融・保険業

11 不動産業
12 宿泊業
13 医療業
14 教育
15 社会保険、社会福祉
16 その他の個人向け

サービス業
17 企業向けサービス業
18 公務
19 その他
（具体的に： ）

1 学校の就職指導・紹介で
2 公共職業紹介所の紹介で
3 民間職業紹介所の紹介で
4 人材派遣企業に登録して
5 広告･求人情報誌等を利用して
6 会社に直接応募して（従業先の勧誘を含む）
7 家族・親戚の紹介で
8 仕事上の知人の紹介で
9 仕事以外の知人の紹介で
10 自分で起業・創業して
11 家業を継いで
12 転籍で
13 その他（具体的に： ）

1 経営者・役員・自営業主・個人経営・自由業
2 課長以上の管理職
3 一般の正規従業員
4 パート･アルバイト･臨時・契約社員
5 派遣社員
6 家族従業員
7 内職

（ ）年 （ ）月

10番目についておうかがいします。
…現在の勤め先（質問しない）

（ ）年 （ ）月から
（ ）年 （ ）月まで

（記入）

（記入）

⑨⑩＝09 ⑪～４２⑨⑩＝08 ⑪～４２ ⑨⑩＝10 ⑪～４２



360

（子育てのご経験のある方にうかがいます。）
問21 お子さん一人一人が小学校を卒業する頃までの子育てと当時のお仕事について、次の質問に

お答えください。お子さんが双子の場合もお一人ずつお答えください。（年齢から次ページ地域
まで順次該当の質問文を読み上げる）

（1）そのお子さんは何年何月のお生ま
れですか。西暦でお答えくださ
い。･ ･ ･何歳ですか。

（2）〔カード 34〕そのお子さんは保育
所に通っていました（います）か。

SQ1 そのお子さんは何歳から何歳まで、
保育所に通っていましたか。これか
ら通う予定の方は、その予定の期間
をお答えください。

SQ2 〔カード35〕そのお子さんが通っ
ていた保育所は、認可保育所でした
か、認可外保育所でしたか。複数の
保育所に通った経験のある方は、あ
てはまるものをすべてお答えくださ
い。これから通う予定の方は、予定
しているものを１つお答えください。

SQ1 そのお子さんが通っていた幼稚
園は、国公立でしたか。私立でした
か。両方通った経験がある方は、両
方ともお答えください。これから通
う予定の方は、予定しているものを
１つお答えください。

SQ2 そのお子さんは、何歳から何歳
まで幼稚園に通っていましたか。こ
れから通う予定の方は、今後の予定
をお答えください。

（4）〔カード 36〕そのお子さんは、小
学生のとき、学童保育に通っていま
した（います）か。

（5）〔カード 36〕そのお子さんは、家
庭的保育（保育ママ）に通っていま
した（います）か。

（6）保育所・幼稚園・学童保育以外の
託児施設を利用したことがあります
か。

（7）〔カード 37〕そのお子さんの妊娠
当時、あなたはお仕事をしていまし
たか。

（8）〔カード 38〕そのお子さんの妊娠
当時、あなたの勤め先には、次のよ
うな仕事と育児の両立支援制度があ
りましたか。あてはまるものすべて
お答えください。

（育児休業制度のあった人に）
SQ1 あなたには育児休業制度が適用
されていましたか。

SQ3 幼稚園の預かり保育を利用しま
した（してます）か。

SQ3 保育所に通っていた１日の時間
帯は、何時から何時までですか。主
な時間帯をお答えください。

SQ4 保育所の入所を申し込んでから、
入所するまでに待つ期間はどのくら
いありましたか。

（3）〔カード 36〕そのお子さんは幼稚
園に通っていました（います）か。

1 通っていた・通っている
2 これから通う予定
3 通っていない・通う予定はない
4 わからない

1 公立認可保育所
2 私立認可保育所
3 自冶体認定の認可外保育所
4 その他の認可外保育所

1 国公立
2 私立

1 利用したことがある 2 利用したことはない 3 わからない

SQ1～SQ4へ

（3）幼稚園の利用へ

（ ）年（ ）月生 満（ ）歳

（ ）歳から（ ）歳まで

（ ）歳から（ ）歳まで

（ ）時から（ ）時まで

（ ）ヶ月くらい 99 待ったことはない

１人目のお子さんについて

年
齢

保
育
所
の
利
用

幼
稚
園
の
利
用

学
童

保
育

託
児
施
設

育
児
期
の
就
業

⑦⑧＝07 ⑨⑩＝01 ⑪～４３

1 勤めていた（正規従業員、パート・アルバイト、
契約社員、派遣社員）

2 勤め以外の仕事だった（経営者･役員･自営業主･
個人経営･自由業･家族従業員･内職）

3 仕事をしていなかった

（8）から（11）に
お答えください

（12）夫婦の家事・
育児分担へ

1 適用されていた
2 適用されていなかった
3 わからない （10）へ

SQ2、SQ3にお答えください

（2 ～ 12 に回答した
方は（9）へ）

1 通っていた・通っている
2 これから通う予定
3 通っていない・通う予定はない
4 わからない

1 利用した・利用している
2 これから利用する予定

3 利用しなかった・利用する予定はない
4 わからない

1 育児休業制度→SQ1にお答えください
2 短時間勤務制度
3 フレックスタイム
4 始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ
5 残業や休日労働の免除
6 育児経費の援助

7 事業所内託児所
8 在宅勤務
9 看護休暇制度
10 その他（具体的に： ）
11 いずれもない
12 わからない

1 通っていた・通っている
2 これから通う予定

3 通っていない・通う予定はない
4 わからない

1 通っていた・通っている
2 これから通う予定

3 通っていない・通う予定はない
4 わからない

SQ1～SQ3へ

（4）学童保育へ



361

＜附＞「仕事と生活調査」本人票（職歴・育児歴・介護歴 調査票抜粋）

1～ 9に回答した方は
SQ1～SQ2へ

１人目のお子さんについて

～

育

児

期

の

就

業

夫
婦
の
家
事
・

育
児
分
担

地
域

育
児
援
助

４4 ４7

SQ2 〔カード39〕子どもが何
歳になるまで育児休業を取
得できましたか。次の中か
ら１つお答えください。

SQ3 同じ子どもについて、何
回育児休業を取得できまし
たか。

(9)育児休業を取得しましたか。
取得した方は、お子さん

が何歳から何歳までの間に、
合計何回取得しましたか。

(育児休業を取得しなかった人に)
SQ 〔カード40〕あなたが育
児休業を取得しなかった理
由は何ですか。次の中から
あてはまるものをすべてお
答えください。

(10) 〔カード41〕そのお子さ
んが小学校を卒業するまでの
期間に、お仕事の調整をし
ましたか。職場の支援制度
の有無にかかわらず、あな
たが行ったものをすべてお
答えください。何らかの調
整をした方は、SQ にお答
えください。

SQ1 お仕事の調整をしたのは、
お子さんが何歳から何歳の
頃でしたか。複数の調整を
行った方は、すべて合計し
た期間をお答え下さい。

SQ2 お仕事の調整にあたり、
あなたの従業上の地位は変
わりましたか。

(11) 〔カード42〕お子さんが
病気やけがをしたときに、
看病をするために仕事を休
んだことがありますか。

(12) 〔カード43〕そのお子さ
んが小学校に入る頃まで、
夫婦の家事・育児分担はど
のように行われていました
か。次の中から最も近いも
のをお答え下さい。

(13) 〔カード44〕配偶者以外
の方から、育児の手助けを
受けたことがありますか。
お子さんが小学校を卒業す
る頃までに、援助を受けた
ことがある方をすべてお答
えください。

(14)お子さんが生まれた当時、
どこにお住まいでしたか。
都道府県と市区町村名を
お答えください。

1 １歳未満 5 ３歳以上
2 １歳～１歳６ヶ月未満 6 １歳に達した後の最初の３月末日まで
3 １歳６ヶ月～２歳未満 7 わからない
4 ２歳～３歳未満

1 職場に育児休業制度がなかった
2 職場に育児休業制度があることを知らなかった
3 育児休業制度の内容が使いづらかった
4 休業を取得したら同僚に迷惑がかかると思った
5 休業を取得したら昇進・昇級に悪影響があると思った
6 休業から復職するときに、仕事や職場に適応できるか不安だった
7 上司の理解を得るのが難しいと思った
8 休業を取得して収入を減らしたくなかった
9 休業を取得する必要がなかった
10 仕事をやめて育児に専念したかった
11 家族が仕事をやめることを望んだ
12 その他(具体的に：

1 １日の所定労働時間を短縮した
2 週の所定労働日数を減らした
3 残業しなかった
4 休日労働をしなかった
5 始業･終業時刻を繰上げ･繰下げした
6 フレックスタイムに変更した
7 自宅で仕事をした
8 仕事の内容を変えた
9 その他(具体的に： )
10 仕事の調整はしなかった （11）へ

1 取得した→( )歳 ( )ヶ月から( )歳 ( )ヶ月の間に( )回→ (10)へ
2 取得しなかった→(取得しなかった方は下のSQにお答えください。)

( )回

( )歳 ( )ヶ月から( )歳 ( )ヶ月

1 変わった
2 変わらない
3 わからない

1 休んだことがある
2 休んだことはない
3 病気やけがをしなかった

1 妻がほとんどしていた
2 妻が9割、夫が１割くらいだった
3 妻が7割、夫が３割くらいだった
4 夫婦でほぼ半々に分担していた
5 妻よりも夫が中心になってしていた

1 自分の親
2 配偶者の親
3 親以外の家族・親族 (具体的に： )
4 隣人や友人
5 子育て支援のボランティア

6 ベビーシッター
7 その他

8 いずれもない
9 わからない

( )都道府県( )市区町村
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(9) (10)
(11)～ (16)

(17) (18)
(19)～ (24)

(25) (26)
(27)～ (32)

(33)

(7) (8)＝ 08
(9) (10)＝ 08
(11)～ (41)

(15)へ

(13)から (16)に
お答えください

次の介護対象者へ

１人目のご家族の介護について

介

護

状

況

介
護
期
間
中
の
就
業

介
護
援
助

介
護
サ
ー
ビ
ス

問27 あなたが経験した介護について、介護対象者ごとに次の質問にお答えください。
（介護状況から次ページ介護期間中の就業まで順次該当の質問文を読み上げる）

（調査員注意）２人目以降の介護について聞く場合は、１人目同様、介護状況から次ペー
ジ介護期間中の就業まで順次質問文を読み上げ、該当の回答コードに○をつける。

【続柄コード】
01 配偶者 02 自分の父親 03 自分の母親 04 配偶者の父親 05 配偶者の母親 06 自分の祖父(父方 )
07 自分の祖父(母方 ) 08 自分の祖母(父方 ) 09 自分の祖母(母方 ) 10 配偶者の祖父(父方 )
11 配偶者の祖父(母方 ) 12 配偶者の祖母(父方 ) 13 配偶者の祖母(母方 ) 14 自分の兄弟姉妹(義理を含む)
15 配偶者の兄弟姉妹(義理を含む) 16 子ども 17 子の配偶者 18 その他の家族･親族

介護経験のある方にうかがいます。

(1) どのご家族を介護しました
（しています）か。
(2) あなたがその方を介護して
いた時期は、いつですか。介
護を中断していた期間がある
方は、その期間も含めてお答
えください。

(3)家族・親族の中で、あなたは、
その方の主たる介護者でした
(です )か。

(4)〔カード 47〕介護の必要が
生じた当時、その方は、どの
程度の介護が必要でしたか。

(5)〔カード 48〕介護の必要が
生じた当時、その方には痴呆(認
知症)の症状はありましたか。

(6)〔カード49〕その方とは同居して
いました(います)か。また、別居
の場合、その方は、1人暮らしで
した(です)か。次の中からあては
まるものを１つお答えください。介
護が必要になってから同居され
た方は「同居」とお答えください。

(7) その方の介護のためにホー
ムヘルプサービスを利用しま
した(しています)か。

(8)その方は通所の介護施設（デ
イサービス）に通っていまし
た(います)か。

(9) その方の介護のために短期
滞在型の介護施設 (ショート
ステイサービス )を利用した
ことがありますか。

(11)NPOやボランティア団体の
ボランティアから、介護の援
助を受けました (受けていま
す )か。ホームヘルパーの利
用は除いてお答えください。

(12)〔カード 50〕その方を介護
する必要が生じた当時、あな
たはお仕事をしていましたか。

(介護休業制度があった人に)
SQ1あなたには介護休業制度が
適用されていましたか。

SQ2〔カード52〕介護休業期間の
最長限度はどのくらいでしたか。
次の中から１つだけお答えく
ださい。

(13)〔カード51〕その方を介護す
る必要が生じた当時、あなた
の勤め先には、次のような仕
事と介護の両立支援制度が
ありましたか。あてはまるものを
すべてお答えください。また、
勤め先に介護休業制度があ
った方は、SQにお答えください。

(10) 隣人や友人から、介護の援
受けましたか。

( ) *下記の続柄コードから１人選択

( )年 ( )月から ( )年 ( )月まで

1 主たる介護者だった→SQ 家族の中で、最も援助してくれたのはどなたで
すか ( ) *下記の続柄コードから１人選択

2 主たる介護者ではなかった→SQ 主たる介護者はどなたですか
( ) *下記の続柄コードから１人選択

1 利用した 2 利用しなかった 3 わからない

1 通っていた 2 通っていなかった 3 わからない

1 利用したことがある
2 利用したことはない
3 わからない

1 勤めていた(正規従業員、パート･アルバイト、
契約社員、派遣社員)

2 勤め以外の仕事だった(経営者･役員･自営業主･
個人経営･自由業･家族従業員･内職 )

3 仕事をしていなかった

1 介護休業制度→SQ1にお答えください 6 介護経費の援助
2 短時間勤務制度 7 在宅勤務
3 フレックスタイム 8 その他(具体的に： )
4 始業･終業時刻の繰上げ・繰下げ 9 いずれもない
5 残業や休日労働の免除 10 わからない

1 適用されていた SQ2、SQ3にお答えください
2 適用されていなかった
3 わからない
1 3ヶ月まで 5 1年
2 3ヶ月を超え６ヶ月未満 6 1年を超える期間
3 6ヶ月 7 期間の制限はなく、必要日数取得できた
4 6ヶ月を超え１年未満 8 わからない

2から10を回答した方は(14)へ

1 受けた 2 受けなかった 3 わからない

1 受けた 2 受けなかった 3 わからない

1 日常生活にはほぼ支障はないが、掃除や料理といった身の回りのこと
については時々手助けが必要

2 食事・着替え・トイレは自分でできるが、入浴には一部介助が必要
3 食事・着替えは何とか自分でできるが、トイレには一部介助が必要
4 食事・着替え・トイレのいずれにも一部介助が必要
5 食事・着替え・トイレのいずれにも全面的な介助が必要
6 寝たきりの状態にあり、日常生活全般に全面的な介助が必要
7 わからない

1 同居
2 別居 (一人暮らし)
3 別居 (他の親族と同居)
4 わからない

1 重度の痴呆があった 3 痴呆はなかった
2 軽度の痴呆があった 4 わからない
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＜附＞「仕事と生活調査」本人票（職歴・育児歴・介護歴 調査票抜粋）

1～ 9に回答した方は
SQ1～SQ2へ

（ ）回

(15)へ

SQ3 〔カード53〕介護休業の取
得回数制限はどのように定め
られていましたか。あてはま
るものを１つ選択し、取得で
きる回数をお答えください。「4
制限なし」の場合、回数はお
答えくださらなくてもけっこ
うです。

(14) その方の介護のために、介
護休業を取得しましたか。

(介護休業を取得した人に)
SQ1 介護休業を何回取得しまし
たか。

SQ2 〔カード54〕どのくらいの
期間介護休業を取りましたか。
２回以上取得した方は、合計
の期間をお答えください。

SQ3 〔カード55〕介護休業を取
得したのは、その方がどの状
態の時期でしたか。次の中か
らあてはまるものをすべてお
答えください。

(介護休業を取得しなかった人に)
SQ4 〔カード56〕あなたが介護
休業を取得しなかった理由は
何ですか。次の中からあては
まるものをすべてお答えくだ
さい。

(15) その方の介護のために、介
護休業以外で仕事を休んだこ
とがありますか。

SQ 〔カード57〕どのような形態
で休みましたか。次の中から
あてはまるものをすべてお答
えください。

(16) 〔カード58〕その方を介護
するために、お仕事の調整を
行いましたか。職場における
両立支援制度の有無にかかわ
らず、あなたが行ったものを
すべてお答えください。また、
何らかの調整をした方は、
SQ1～SQ3にお答えください。

SQ1 〔カード59〕どのくらいの
期間、お仕事の調整をしまし
たか。複数の調整を行った方は、
合計の期間をお答えください。

SQ2 〔カード60〕お仕事の調整
をしたのは、その方がどの状
態の時期でしたか。次の中か
ら何らかの調整をした時期を
すべてお答えください。

SQ3 お仕事の調整にあたり、あ
なたの従業上の地位は変わり
ましたか。

1 同一要介護者について
2 同一要介護者の同一疾病について
3 その他(具体的に： )
4 制限なし
5 わからない

1 取得した SQ1～ 3にお答えください
2 取得しなかった SQ4にお答えください

( )回

1 3ヶ月以内 5 1年
2 3ヶ月を超え６ヶ月未満 6 1年を超える期間
3 6ヶ月
4 6ヶ月を超え１年未満

1 介護の必要が生じた当初
2 状態が安定した時期
3 看取りの時期

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12

1 ある SQへ
2 ない (16)へ

1 年次有給休暇を取得した
2 年休、介護休業以外の休暇・休業制度を利用した
3 欠勤した
4 休職した
5 その他(具体的に： )
6 わからない
1 １日の所定労働時間を短縮した
2 週の所定労働日数を減らした
3 残業しなかった
4 休日労働をしなかった
5 始業･終業時刻を繰上げ･繰下げした
6 フレックスタイムに変更した
7 自宅で仕事をした
8 仕事の内容を変えた
9 その他(具体的に： )
10 仕事の調整はしなかった 次の介護者へ
1 3ヶ月以内 5 1年
2 3ヶ月を超え6ヶ月未満 6 1年を超える期間
3 6ヶ月
4 6ヶ月を超え１年未満

1 介護の必要が生じた当初
2 状態が安定した時期
3 看取りの時期

1 変わった
2 変わらない

１人目のご家族の介護について

(42)～ (56)

介

護

期

間

中

の

就

業

職場に介護休業制度がなかった
職場に介護休業制度があることを知らなかった
介護休業制度の内容が使いづらかった
休業を取得したら同僚に迷惑がかかると思った
休業を取得したら昇進・昇級に影響があると思った
休業から復職するときに、仕事や職場に適応できるか不安だった
上司の理解を得るのが難しいと思った
休業を取得して収入を減らしたくなかった
休業を取得する必要がなかった
仕事をやめて介護に専念したかった
家族が仕事をやめることを望んだ
その他(具体的に： )
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索 引

［あ］
育児 30、48、50～51、54～56、58～
59、62～64、91、98～99、102、
104、107、109、116、118、120

育児休業 110、119、122、126、150、
156、157、160、161、196、290、
333
―給付 58
―取得 58、112、115、121、
122、131、136、137、138
―取得希望 121～122、126～
138、196、198～200
―取得ニーズ 127、194
―取得率 110、121
―制度 48、54、57、84、86～
88、91、93～99、104～109、112～
125、132～134、136～138、195、
198～199、201、290～303、333
―法 39、50、52～53、55～58、
60、63～64、86、91、98～99、102、
105、109、111、113、115～116、
291～292、295、302～303
男性の― 121、122、125、132、
135、137

移行期間 39～40、47
依存型 145
１日単位部分型 150～151、158
イデオロギー仮説 186
運用ソフトの開発 330～331、333～
334

M字 32、38、50～52、54～56、58～
61、63～64

エンゼルプラン 52～53、55～58、91、
291～292

夫の所得 223、232
親との同居 127～129、191、198

［か］
介護 76、307、311～312、314～315、
317～318、324、329、332～333
―経験 66～69、74～77、81、
172、176、178～179、181～182
―分担 66、73、81
―役割 69～75、172～175、177、
181
家族― 66、72、305、307、311、
317～318
在宅― 68、307
主（たる）―者 172～174、176
～177
要―者 68、70～71、73～75、
172～173、176、181、305～310、
314～315、318
要―認定 308、312
介護休業 173、306、313
―取得 66、69～70、79、172、
176～180、182、310、312、318
―取得ニーズ 69、176、181
―制度 66、69、75～81、172、
174、181～182、305、309～312、
314～318、333
―法 66、172、174、176、306、
333

介護保険
―サーヴィス 66、78～79、81、
176、181、305～317
―制度 67、305～307、312、
316
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―法 307
家事 141、158、186、187、197
―分担 226、232～233
―・育児参加 130、185～186、
189～191
―・育児分担 127～129、184、
187～193、194～201、298

家庭生活 211
―に費やす時間 212、218、222
～223、232～233

家族的責任 98、99
看護のために仕事を休んだ経験 196
完全型 140、150～151、153～155、

158、170
完全失業率 268～269、272～273、275、
287

間断なき移行 38～40、47～48
既婚 32～33、37、59、60、61、84、

87～88、90～92
義務教育諸学校等の女子教育職員及び
医療施設、社会福祉施設等の看議
婦、保母等の育児休業取得に関す
る法律 111

キャリア形成 8
均等法（=男女雇用機会均等法） 30、
39、41、47、48、50、52、54～57、
59、63～64、86、96、98、105、
118、295、303
―後世代 59～62、64～65、91
～97、102～103、106～112、115～
118、293～294、296～303
―前世代 59～61、63～64、91
～96、102～104、106～112、115～
118、293～294、296～303

勤務時間短縮等の措置 113～117、120、
174、176

勤労婦人福祉法 86
グループ・リーダー型 145～147
欠勤 81、178～182、310～318、329
結婚 20～21、24～25、30～31、36、

38、43～46、48、50、54～64、84、
88～92、94、96、98、106～107、
109、116～118

高度経済成長 38、52
高齢化 66
高齢者 66～67、75、81、305～306、
308

子の誕生 30、31、33、47、48、49
コーホート 30、241、320
子育て参加 121、184
子ども・子育て応援プラン 119、121
雇用継続 39、48、50～52、54～55、
57～58、62、64、79、84、96～101、
103～104、105～107、109～112、
114～120、290～297、299～306

雇用就業化 40～41
雇用就業率 51～64、99～101、106～

108、292～293、296
コラボレーション型 145～147
コンフリクト
家庭生活から仕事への― 226～
228
仕事から家庭（生活）への― 226
～227、232～233
仕事と家庭生活の― 226

［さ］
再雇用特別措置 101
再参入 50、98、101～104、106、118
在宅
―勤務 139～140、146、149～
164、167～171
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―労働 139～141、168～169
―ワーク 139～147、149、168
―ワーカー 141、142、146、
147

残業時間 270～271、273～275、277～
279、283、287

支援策の連携 330、332
支援制度 123、126、132～138、195、

199、201
時間制約仮説 186、191～192、198、
200

時間単位部分型 150～151、158
時間配分 202、217、233
始業・終業時刻 123、125、131、186、
194～195、199

仕事と育児 57、138
―の両立支援 51、52、53、55、
58～60、102、121～122、136～137、
139

仕事と介護 66、75、76、172、174、
178
―の両立支援 305

仕事と家庭生活 287、325
―の調和 30、27
―の両立 120、201、227～228

仕事と生活 81、169
―の再編 10
―の調和 8、11、49、76、84、
140、319、331、332、334、335
―の調和に関する検討会 11
―の両立 8、49、319、329、
331、334、335

仕事の調整 162
次世代法（＝次世代育成支援対策推進
法） 14、120、304、332

深夜労働 206～207、210、217～218

社会経済的イヴェント 50、52～57、
59

社会保障 330～331、334～335
出産 33、48、64、96～97、118～120、
292、293、294
―・就業キャリア 235、240、
241、249
初子― 37、48、54、64、296、
297

出生率 53、85、88、101、291
就労経験 213～216、218
少子化 13、33、84～85、88、92、119
―対策 14、15、50～58、60、
63、84、86～88、91、96～97、99、
101～102、118、291～292、294、
297、303
―対策プラスワン 52～53、84、
121、291

職業キャリア 30、38、39、41、43、
47、97

初職 31、34、35～36、38～48、52、
56、63、84、90～97、102

女性差別撤廃条約 99
女性の就業 31、32、39、52、57、85、
98、104、252～255、257～259、
262～265

「新」性役割分業 236、241、243
親族援助 294、297～304
人的資本（Human Capital） 256～257、
259

成果主義 304、331～332
生活 9、30、139～140、203～204、
206～210、217、218、288、333～
334
―大国 10
―領域 319
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豊かな― 10
原点としての― 9

正規雇用化 41
税制度 330～331、334～335
性別分業意識 127、138、186、200～

201
性別役割意識 224、225
性役割分業 234～237
世帯の就業構造 127～129、191、198
～199

潜在的ニーズ層 126～127、130、136、
138

相対資源仮説 186
組織マネジメント型 145

［た］
退職 66、75、77、79、290、292～297、
299、301～304

代替資源仮説 186、190～191
多項ロジスティック回帰分析 112～
114、116～117

地域資源 252、263
調査
育児期における在宅勤務に関する事
例ヒアリング― 19、22、140、
150、159、162
育児に関する― 18
育児と仕事の両立に関する―
18
育児や介護と仕事の両立に関する
― 18

介護給付費実態― 308
家庭教育に関する国際比較―
185
勤労生活に関する― 17
国勢― 273、275

国民生活時間― 185
在宅勤務と他の両立支援勤務措置の
併用に関する事例ヒアリング
― 19、23、162
仕事と介護に関する― 18、19、
20、68、70、72～75、77、172、
308～310、312～313
仕事と介護に関するヒアリング
― 179、312、316、318
仕事と生活― 18、20、30、33、
38、50、67～70、77、79、85、88、
92～93、98、102、110、122、178、
188、201～202、238、239、252、
267、270、282、290、295、307
社会生活基本― 175、236
社会福祉施設等― 168、262
就業構造基本― 292
就労条件総合― 287
消費生活に関するパネル― 87
情報通信機器を活用した在宅就業実
態― 140
職業と家庭生活に関する全国―
50、101、187
女子労働者の雇用管理に関する
― 98
女性雇用管理基本― 18、66、
109～110、121、211
女性在宅・SOHOワーカーの実態に
関する事例ヒアリング― 19、
21、140、142～143
女性の仕事と家庭生活に関する研究
― 18、299
全国家族―（NFR98）（＝家族に
ついての全国―） 75、237

全国家庭動向― 241
男女共同参画社会に関する世論
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― 137
男性の育児休業取得に関する―
128
賃金構造基本統計― 267
21世紀出生児縦断― 241
日本人の働き方総合― 159
労働力― 51
通勤時間 192、194、198～200
妻の所得 223、232
ディフュージョンインデックス 276、
288

転職 41～48、69、75～79、92、321
伝統的性役割分業 236、243、249～
250

土曜勤務 207

［な］
ニーズ仮説 186、189～190、198、200
日曜・祝日勤務 207
日本的雇用慣行 331
妊娠 62、63、109、110、111、116～

120、122～124、292、294
年次有給休暇（＝年休） 81、172～
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